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1. はじめに

2014年 4月の外国語学部学科改編により設置
されたアジア言語学科日本語・コミュニケーショ
ン専攻では、専攻での教育の柱の一つとして日本
語教師養成を行っており、2016年度より専門科目
「日本語教育実習」を設け、当初より国内（本学）
での実習に加えて、海外に渡航しての実習を行っ
ている。
日本語教師養成の分野では、国家資格「登録日
本語教員」の創設が決まり、大学における日本語
教育実習においても、その在り方や実習内容の検
討、充実が求められている。
海外での日本語教育実習では、現地での日本語
教育に関する情報や渡航後の授業見学機会の少な
さから、教壇実習のための授業準備（教案・教材
作成等）が十分にできない状況で渡航することが
多く、この改善が課題となっていた。
一方、多くがコロナ禍での緊急対応から始まっ
たオンラインでの遠隔教育は、現在では広く認識、
利活用されるようになっている。日本語教育実習
に関しては、コロナ禍により、海外での実習はも
ちろん、国内での対面による授業見学、教壇実習
もできなくなったが、この期間中も国内でのオン
ラインによる遠隔授業見学や遠隔教壇実習を行う
とともに、海外の日本語教育機関とのつながりを
維持し、学生が海外の日本語学習者と接点を持つ
ことに加え、教壇に立つ経験をする機会を提供す
ることを念頭に、海外との遠隔交流や遠隔教壇実

習体験を行ってきた。そして、コロナ禍が収束し、
海外での日本語教育実習が再開される中、これま
での海外での日本語教育実習での上記課題の改善
策を検討するなかで、コロナ禍でのオンラインに
よる遠隔教育の経験を踏まえた事前授業としての
海外との遠隔授業見学を試みることとなった。
本稿は、コロナ禍での遠隔教育の経験をふまえ
つつこれまでに実践してきた本学の日本語教育実
習における遠隔授業見学・教壇実習・交流の試み
を報告するものである。以下、2章では、日本語
教師の国家資格化と日本語教師養成の概要、3章
では本学の日本語教員養成の概要、4章では、本
学の日本語教育実習の概要、5章では、海外での
日本語教育実習の概要と課題、6章では遠隔授業
見学・教壇実習・交流の実践報告、7章ではまと
めにかえて、本実践での経験に基づいた遠隔教育
の類型についての私見を述べる。

2. 日本語教師の国家資格化と日本語教師養成

2023年 5月 26日、「日本語教育の適正かつ確実
な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関
する法律」1）（以下、日本語教育機関認定法）が国
会で成立し、2024年 4月から国家資格「登録日本
語教員」が創設されることとなった。制度の詳細
については、2023年 10月現在、「文化審議会国語
分科会日本語教育小委員会」で審議が行われてい
るが、約 5年間（令和 2029年 3月 31日まで）の
経過措置期間を経て、「認定日本語教育機関」2）の
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日本語教師は、登録日本語教員でなければならな
くなる。そして、登録日本語教員となるためには、
国が実施する「日本語教員試験」（基礎試験と応用
試験からなる。）に合格し、「登録実践研修機関」
が実施する「実践研修」3）を修了していることが
求められるようになる。
「日本語教育機関認定法」の成立、施行により、
大学における日本語教師養成も転換期を迎えるこ
ととなる。「登録実践研修機関・登録日本語教員養
成機関に関する省令等の案について」4）によると、
登録日本語教員の資格取得ルートとして、「登録日
本語教員養成機関」の登録を受けた機関（大学等
（25単位～））で課程修了をした者は「日本語教員
試験」の基礎試験が、「登録実践研修機関」と「登
録日本語教員養成機関」の登録を受けた機関（大
学等（26単位～））で課程修了した者は「日本語
教員試験」の基礎試験に加えて「実践研修」が免
除となることが示されている。
日本語教師のフィールドは多種多様（海外・国
内、民間日本語学校・地域日本語教室・公教育機
関・企業内研修等）であり、「登録日本語教員」で
あることが法的に必須となる「認定日本語教育機
関」はこれらの一類型に過ぎない。しかし、他の
日本語教育機関等が教師を採用する際に「登録日
本語教員」であることを求めることは十分に考え
られる。各大学は、「登録日本語教員養成機関」や
「登録実践研修機関」として日本語教師養成を行う
のかどうかを判断する必要がある。そして、これ
らの機関として日本語教師養成を行う場合には、
国が定める登録要件等を満たした上で文部科学省
に登録を申請する必要がある。

3. 本学の日本語教師養成の概要

2014年度の外国語学部の学科改編によりアジ
ア言語学科日本語・コミュニケーション専攻が設
置され、主専攻としての日本語教員養成が行われ
るようになった。5）その後、文化庁・文部科学省
（2016）を受け、2017年 4 月以降の入学者を対象
に、日本語教員の養成に関する調査研究協力者会
議（2000）で示された「社会・文化・地域」「言
語と社会」「言語と心理」「言語と教育」「言語」の
五つに区分された授業科目（教育実習（2単位）を
含む）45単位以上の単位取得を修了要件とする
「日本語教師養成プログラム」を専攻内に設置し
た。更に、文化審議会国語分科会（2018）の公表
や 2021年 4月の国語教員養成課程の設置による
カリキュラム改編を経て、現在の最低修得単位数、
科目構成となっている。（詳細は、京都産業大学外
国語学部履修要項を参照のこと。）なお、「登録日
本語教員養成機関」や「登録実践研修機関」への
登録申請にあたっては、その教育内容が「登録日
本語教員養成コア・カリキュラム」6）に沿ったも
のである必要がある。日本語教師の国家資格化に

関するこれまでの議論で明らかになってきたこと
を随時取り入れ、改編を重ねてきたプログラムで
あるが、今後も必要に応じて更なる改編等が生じ
る可能性がある。

4. 本学の日本語教育実習の概要

本学の「日本語教育実習」は、外国語学部アジ
ア言語学科日本語・コミュニケーション専攻の 3、
4年次生対象の専門教育科目（2単位科目）で、春
学期と秋学期に集中講義で開講される。この科目
は、卒業要件上は選択必修科目であるが、前述の
「日本語教師養成プログラム」上は、「言語と教育」
の必修の科目に位置づけられる。
文化審議会国語分科会（2018）では、教育実習
は「日本語学習者を想定して行う実際の指導及び
それに関連する授業のこと」とされており、その
指導項目として、①オリエンテーション②授業見
学③授業準備（教案・教材作成等）④模擬授業⑤
教壇実習⑥教育実習全体の振り返りを全て含める
こととし、教壇実習の指導形態については、「クラ
ス形態や少人数でのグループ指導、個別指導など
多様な形態に対して機会が与えられることが望ま
しいが、法務省告示日本語教育機関における教員
の要件を満たす研修を想定する場合に、5～ 20名
規模のクラス形態での教壇実習を経験させること
が重要である」としている。7）更に、日本語教育
の質の維持向上の仕組みに関する有識者会議
（2023）では、教壇実習について「原則として 5名
以上の日本語学習者に対するクラス指導で、実習
生一人につき 1単位時間（筆者注 1単位時間＝ 45
分）以上の指導 2回以上を実施」とされている。8）

2016年から始まった本学の日本語教育実習も、
上記の文書で示された内容に沿うようにシラバス
や教壇実習の実施形態を適宜変更し、現在に至っ
ている。教壇実習は、国内と海外で実施しており、
国内は本学共通教育言語教育科目、及び本専攻内
にある留学生を対象とした日本語科目で、海外は
本学と交流協定がある大学の日本語科目で行って
いる。2023年度春学期までに、79名（国内 41名、
海外 38名）が履修し、単位を取得している。

5. 海外での日本語教育実習の概要と課題

本学の海外での日本語教育実習は、前述の専門
科目「日本語教育実習」が始まった 2016年度春
学期以降、コロナ禍で中止となった 2019年度秋
学期から 2022年度春学期を除き、2023年春学期
までの各学期で実施されている。渡航先は、時々
の状況によって変わることもあり、2023年春学期
は、パヤップ大学（タイ・チェンマイ）とサナタ・
ダルマ大学（インドネシア・ジョグジャカルタ）
で実施した。
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5.1. 概要 9）

実習生は、国内（本学）で教壇実習を行う実習
生とともに、事前授業として海外渡航前に以下の
学修を行う。

・オリエンテーション［5月 /10月］：授業構成・
日程・目的・手続き・注意点の確認、実習に
対する心構え・留意点の共有等を行う。

・授業見学［6月 /11月］：本学の留学生を対象と
した日本語科目の見学、及び日本語・日本文
化教育研修共同利用拠点事業教育実習指導事
業（大阪大学日本語日本文化教育センター）10）

による遠隔授業配信の視聴を行う。
・授業準備（教案・教材作成等）［6～ 8月 /11～

2月］：渡航先の学習者及び授業内容等に関す
る現地教員からの情報収集と打ち合わせ、教
科書・教材分析、教案・教材作成等を行う。

・危機管理講習［7月 /12月］：本学国際交流セン
ターが実施する海外渡航者を対象とした危機
管理講習会を受講、更に、旅行会社の担当者
や授業担当者から海外渡航時の注意点などを
学ぶ。

・模擬授業と振り返り［7～ 8月 /1～ 2月］：作
成した教案・教材等に基づき、他の実習生を
学習者に見立て、学内の教室で行う。また、
振り返りも行う。

その後、春学期は夏休み期間中（8月下旬から
9月上旬）、秋学期は春休み期間中（2月下旬から
3月上旬、または、3月上旬から中旬）の 2週間、
海外の実習先に滞在し、以下の学修を行う。11）

・オリエンテーション：学修・生活環境、および
実習を中心とした滞在中のスケジュール確認
を行う。

・現地教員との打ち合わせ：現地教員と教壇実習
を行う授業の学習者、授業内容、授業の進め
方等に関する打ち合わせを行う。

・授業見学：自身や他の学生が教壇実習を行う授
業を中心に、現地で行われている日本語の授
業の見学を行う。

・授業準備（教案・教材作成等）：現地教員との打
ち合わせや現地での授業見学を踏まえ、渡航
前に作成した教案・教材等の修正、および教
材等の追加を行う。

・模擬授業：作成した教案・教材等に基づき、他
の実習生を学習者に見立て、学内の教室等で
行う。また、振り返りも行う。

・教壇実習［各自、最低 45分× 2回実施］と振
り返り：5名以上の日本語学習者に対するク
ラス指導で、実習生一人につき 45分以上の指
導を 2回以上実施する。教壇実習後、現地教
員から（引率教員がいる場合は引率教員から
も）アドバイスを受けつつ、振り返りを行う。

また、学習者からの提出物、クイズ、小テス
ト等の評価等も行う。

・日本語学習者との交流活動・文化体験活動：授
業内外で、日本語学習者との交流活動や文化
体験活動等を行う。

帰国後は、教育実習全体の振り返りを行うとと
もに、日本語教育実習報告会での報告、及びまと
めのレポート作成を行う。

5.2. 課題
海外での日本語教育実習の課題、及びより効果
的な実習とするための改善策は多岐にわたるが、
本稿で報告する遠隔授業見学の試みを実施するに
至った課題として、「教壇実習クラスに関する情報
収集」「授業見学機会の確保」「授業準備（教案・
教材作成等）の遅れ」の 3つが挙げられる。
5.2.1   課題①　教壇実習クラスに関する情報収集
実習生は、渡航の約 2ヶ月前から自身が教壇実
習を行う日本語の授業に関する情報収集を行う。
集める必要がある情報は、実習クラスのカリキュ
ラム上の位置づけ、開講曜日時限、1回の授業時
間、シラバス、使用している教科書、自身の教壇
実習での教授項目、学習者の属性、人数、日本語
学習歴、日本語レベル、教室環境（使用可能な機
材類の種類）、現地教員の授業方針、授業のやり方
等、多岐に渡る。これらの情報は、実習生が挨拶
を兼ねて現地教員にメールで連絡をすることを
きっかけに、質問を繰り返すことによって得られ
る。（なお、必要に応じて、このやり取りに授業担
当教員が加わることや、現地教員と授業担当教員
が直接情報交換、打ち合わせを行い、実習生に情
報を伝えることもある。さらに、授業担当教員が
過去の経験や推測に基づいて、情報を補足、追加
することや、過去の海外日本語教育実習の経験（情
報）を活用することもある。）
実習生と現地教員はこれが「初対面」であり、
この時点では人間関係が構築されているわけでは
ない。すなわち、実習生にとっての現地教員との
メールでのやり取りは、これからお世話になるに
もかかわらず顔の見えない「海外の大学の先生」
とのコミュニケーションであり、その心理的な負
担は高いはずである。加えて、特に授業期間中は、
他の履修科目での学修も行っており、実習のため
の情報収集は、数多くあるタスクの中の一つとし
て行うこととなる。また、現地教員の実習生への
対応は非常に丁寧なものではあるが、自身の本務
の傍ら、海外の大学から一時的にやってくる、そ
して、日本語教育の知識や経験が乏しい実習生か
らの質問に回答をしていただいていることを考え
ると、メールのやり取りの頻度を増やすことは、
現実的な対応とはいえない。更に、現地と日本の
学年暦の違いから、渡航直前まで現地の長期休業
期間が続き、実習クラスの履修者数や具体的な授
業内容が確定していない場合もある。これらのこ
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とが要因となり、実習生が、自身が必要としてい
る情報を現地教員から的確に得ることができてい
るとはいえない。
5.2.2   課題②　教壇実習クラスの見学機会の確保
授業見学は、4章で述べたように文化審議会国
語分科会（2018）でも教育実習の指導項目の一つ
として挙げられており、教壇実習の前提となる極
めて重要な学修機会である。実習生は、授業見学
を通じて、日本語学習者の様子、授業の展開や教
室活動、教師の言動、役割や教師としての心構え、
教師と学習者の関係性など、さまざまなことを学
ぶ。12）

5.1節で述べたように、実習生は渡航前に主に学
内の日本語クラスでの授業見学を 4～ 6回行う。
回数は確保されてはいるものの、実習生が見学し
ているのは、自身が教壇実習を行うクラスではな
い。加えて、それは、日本語が日常的に使われて
いる地域で日本語を学ぶ「第二言語教育としての
日本語教育（JSL）」が行われているクラスであり、
日本語が日常的に使われていない地域で日本語を
学ぶ「外国語教育としての日本語教育（JFL）」が
行われているクラスではない。同じ日本語教育で
はあるものの、両者は質的に異なるものであり、
学習者の日本語に関するレディネス、ニーズや学
習条件等に加え、学習者がどのようなことに興味・
関心を持っているのか、どのようなスタイルや構
成で授業が展開されているのか、どのような話題
や教室活動が好まれるのか（どのようなことがタ
ブーとされるのか）、学習者と教師の関係性や教室
内での教師の役割がどのようなもので、教師のど
のような言動に対してどのように反応するのか、
などが異なると考えられる。
これまでの海外での日本語教育実習における渡
航後の現地での教壇実習は、滞在期間が限られて
いること、現地の時間割の都合や教壇実習機会を
確保しなければならないことなどから、現地到着
直後に最低 1回行うのが精一杯であり（学習者が
生の日本語に触れる貴重な機会であるということ
から、授業見学の際に教室活動に参加することや、
日程の都合で授業見学を行わずに教壇実習を行う
ことになる場合もあった。）、教壇実習前の現地で
の授業見学機会の確保が課題となっていた。
5.2.3   課題③　授業準備（教案・教材作成等）の

遅れ
教壇実習クラスに関する情報を収集することが
難しいこと（課題①）、そして、教壇実習クラスの
見学の機会が渡航前にはないこと（課題②）から、
渡航前の事前授業における授業準備（教案・教材
作成等）では、実習生は自身が教壇実習を行う海
外での外国語としての日本語教育（JFL）のクラ
ス、及びそこにいる日本語学習者のことについて
の詳細をつかむことができないまま、一般的で限
られた範囲での準備を行うこととなる。その結果
として、渡航後に、現地での打ち合わせや授業見

学を踏まえ、教案・教材等の再検討、修正・追加
などを大幅に行わなければならなくなる。日程が
タイトであること、参考となる書籍類や必要とな
る素材・材料等が現地では思い通りに手に入る訳
ではないこと、更に、実習生にとって海外の初め
ての生活環境であることに加え、（媒介語の使用が
ほぼできない状況の）教壇に初めて立つというプ
レッシャーが重なる中で行う授業準備（教案・教
材作成等）は、教壇実習前日の深夜、当日の授業
直前まで行われることとなるのが通例である。実
習生の健康・安全管理の観点からも、深夜にまで
及ぶような準備は避けたいところである。

6. 遠隔授業見学・教壇実習・交流の試み

5.2節で述べた課題の改善を図るべく、2023年
度春学期の日本語教育実習において、パヤップ大
学の協力を得て、現地渡航前の事前授業の一つと
して遠隔授業見学・交流を試行することとした。
以下、遠隔教育に関わる一連の経緯を報告する。

6.1. コロナ禍以前の取り組み
筆者は、コロナ禍前の 2015年から数年間、日

本語・日本文化教育研修共同利用拠点事業を通じ
て日本語非母語話者を対象とした「大学間連携に
よる Skypeを用いた日本文化遠隔講義の試み」に
受信側として参画していた。
当時、YouTubeなどを通じて動画を配信するこ
とは既に一般化しており、録画した講義をオンデ
マンドで配信することが一部で行われていたが、
この試みは、通常の教室で対面で行われている授
業が双方向性をできるだけ確保しつつリアルタイ
ムで配信され、受信者側はそれを教室で受講する
というものであった。
このようなことは、当時は遠隔会議システムな
どの高額な専用システムの使用が前提となるとい
うのが一般的な認識であったが、これを汎用性の
高い比較的安価な機器（PC、Webカメラ、スピー
カー）や入手・使用が容易な一般的なアプリ
（Skype）をうまく組み合わせ、簡易に実現しよう
としたのがこの試みであった。そして、受信側の
立場で送信側と意見交換をしながら試行錯誤を繰
り返すことを通じ、既存の機器類をうまく組み合
わせることで専門的で高度な技術がない者でも遠
隔講義の環境が築けること、そして、送信側、受
信側の双方にどのような準備や配慮が必要なのか
等を学ぶことができた。13）

6.2. コロナ禍中の取り組み
2020年 3月からのコロナ禍の期間中、さまざま
な形態の遠隔授業が行われるようになったことは
周知の事実であり、日本語教育実習も当然大きな
影響を受けた。

2020年度春学期は、全ての授業を遠隔で行うこ
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とが求められる中、日本語教育実習も授業見学や
教壇実習をどのように行うのかが見通せないこと
から、不開講とした。

2020年度秋学期は、海外での実習が実施できな
いことに加え、本学の留学生を対象とした日本語
科目もそのほとんどが遠隔授業となっていたた
め、対面での授業見学、教壇実習が引き続き難し
い状況にあった。しかし、日本語教師養成プログ
ラムの修了を希望する 4年次生がいることを考慮
した結果、日本語教育実習を開講することとし、
授業見学や教壇実習についても、対面での実施が
可能だった一部のクラスを除き遠隔で実施するこ
ととした。
6.2.1. 遠隔授業見学
遠隔で行われていた本学の留学生を対象とした
日本語科目は、MS Teamsや Zoomを用いたもの
であり、授業見学は、実習生が授業が実施されて
いるミーティングにメンバーの一人として参加す
ることで容易に実現可能であった。ただし、この
授業見学は、「遠隔授業の見学」であり、実習生が
教室にいる教師の立ち振る舞いや学習者の様子を
観察する、教室の雰囲気を感じるなどができるわ
けではない。
加えて、日本語・日本文化教育研修共同利用拠
点事業教育実習指導事業（大阪大学日本語日本文
化教育センター）による授業見学が、それまでの
現地での対面授業の見学から遠隔による授業配信
となり、これを授業見学の機会とした。14）これは、
6.1節で述べた試みを踏まえたもので、教室にいる
教師がオンライン上にいる学習者に対して、対面
授業に近い状況で授業を行う様子の配信であっ
た。なお、この遠隔授業見学は、対面授業の再開、
教室内に設置されるカメラやマイク等の設備の充
実により、現在では、授業配信時に、教壇での教
師の様子に加えて、教壇に近い位置からの教室の
全景や個々の学習者の様子、さらには、学習者の
手元の動きなども配信されるようになっている。
6.2.2. 国内遠隔教壇実習

2020年度秋学期の教壇実習では、実習生が教室
で学習者を目の前にして授業を行う経験をし、そ
こから学ぶことが最も重要であると考えた。そし
て、上述の日本語・日本文化教育研修共同利用拠
点事業教育実習指導事業（大阪大学日本語日本文
化教育センター）による遠隔授業配信を参考に、
教壇にいる実習生とその後ろにあるホワイトボー
ドやスクリーンを撮しMS Teamsに映像を流すビ
デオカメラ 15）と、MS Teamsのミーティングに参
加している学習者の様子が大きく映し出だされ、
教壇にいる実習生が目線を下げることなく学習者
を確認することができる大型モニターを実習生の
ほぼ正面に設置し、対面授業での教壇実習にでき
るだけ近い教室環境を学内の教室に用意し、実施
した。図 1はその時の教室内の様子である。

6.2.3. 海外との遠隔交流 1・遠隔教壇実習体験
2021年度春学期は、遠隔授業見学、遠隔教壇実
習を引き続き行いつつも、コロナ禍によるさまざ
まな制限が徐々に緩和されつつあり、国内の授業
見学、教壇実習の一部が対面形式で実施できるよ
うになった。しかし、国レベル・大学レベルでの
制限により実習生の海外渡航は不可能であったた
め、海外での実習は実施できなかった。16）

このような状況のなか、パヤップ大学との遠隔
交流・教壇実習体験の企画が持ち上がった。これ
は、海外での日本語教育実習の機会を保つことを
念頭に、コロナ禍前の海外での日本語教育実習を
本学と同時期にパヤップ大学で行っていた他大学
からパヤップ大学に依頼があったことがきっかけ
であった。タイ国内で学習者が日本語母語話者と
対面し、日本語を用いる機会が大幅に減少する中、
パヤップ大学にとってもこの試みにメリットがあ
ることは容易に想像できる。また、本専攻にとっ
ても、海外での日本語教育実習ができないことに
加え、大学間協定に基づく交換留学生の本学への
受入れが行われず、主に海外で外国語として日本
語を学ぶ学習者と学生との学内での接点が引き続
き失われていたことから、非常に意義深い試みで
あると考え、参加することとした。ただし、既に
日本語教育実習（教壇実習は国内で実施）の履修
者が確定し事前授業が始まっていた中での追加的
な企画であること、実施時期が期末試験期間や夏
季休業期間となることが予想されることから、日
本語教育実習の履修者にこの企画への参加を義務
付けることはできないと判断し、専攻の主に 3、4
年次生から有志を募り、課外の活動として実施す
ることとした。
6.2.3.1 海外との遠隔交流 1
パヤップ大学との遠隔交流は、2021年 8月 4日
に実施した。これは、コロナ禍以前のパヤップ大
学での日本語教育実習の際に対面で行っていた文
化交流会（双方の学生（国内他大学を含む。）が集
まり、タイ文化・日本文化を紹介、体験する会で、
パヤップ大学の学生は学んでいる日本語を日本語
母語話者に対面で使用する機会、実習生は日本語
学習者にフォリナー・トークでわかりやすく話を
する機会となる。）を遠隔で行ったものである。図
2は、その時の教室内の様子である。

図 1　遠隔教壇実習の様子

図 2　海外との遠隔交流 1の様子 1
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パヤップ大学、及び国内他大学の学生は自宅等
を含む各所から、本学の学生は、6.2.2項で述べた
ような環境の教室に集まり、Zoomのミーティン
グに参加した。パヤップ大学の学生は、チェンマ
イ（タイ）の正月（ソンクラーン）に行われる水
かけ祭りとタイ料理（ソムタム）の作り方を日本
語で説明した。一方、本学の学生は、自身が大学
の教室にいること、また、日本への留学（渡航）
が難しい状況にある日本語学習者の興味・関心を
念頭に、本学に留学した場合の 1日の生活（朝、
大学に来て自分たちと出会って一緒に教室に行っ
て授業を受け、授業後、昼ご飯を学内のどの食堂
で食べるかを相談した上でそこに行き昼ご飯を食
べ、放課後、上賀茂神社を観に行くか、繁華街で
買い物をするかを相談した上で、目的の場所に行
き、最後は友達と別れる。）を疑似体験できるロー
ルプレイング・ゲーム形式の動画を作成し、動画
を観ながら日本語の会話を行うという活動を行っ
た。そして、それぞれの紹介に対する質疑応答が
行われた。17）図 3はその際の本学の様子（左）と、
学生が作成した動画の一部（右）である。

6.2.3.2 海外との遠隔教壇実習体験
6.2.3.1目の遠隔交流に引き続き、有志による遠
隔授業体験を実施した。遠隔教壇実習体験は、パ
ヤップ大学から 3年次生を主な対象とした「ビジ
ネス日本語」のクラスの提供を受け、2021年 8月
30日と 9月 2日の 2回実施した。
授業に先立ち、パヤップ大学の授業担当者から、

Zoomを用いて行っている遠隔授業の様子を録画
した約 1分 40秒の動画の提供を受けた。これに
より、学習者のレディネスや教師の授業の進め方、
学習者とのやり取りなどの一端を垣間見ることが
できた。
授業は、6.2.2項で述べたような環境の教室に本
学の学生が集まり、「社内外の人とアポを取れるよ
うになる。」を到達目標（Can-Do）とし、18）表現・
語彙の導入、会話モデルの導入と練習、ロールプ
レイ、確認のクイズなど、一連の教室活動を Zoom
を用いて行った。なお、必要に応じて個別の PC
と Zoomのブレイクアウトルームを用いてグルー
プワークなども行った。図 4は、その時の教室内
の様子である。

6.2.4. 海外との遠隔授業見学・遠隔交流 2
日本語教育実習での海外渡航は、2022年秋学期
に再開することができた。そして、2023年度春学
期には、パヤップ大学とサナタ・ダルマ大学で教
壇実習を行うこととなった。
6.2.4.1 海外との遠隔授業見学
渡航前に行ったパヤップ大学の教員との授業見
学や教壇実習の日程や内容等についての打ち合わ
せの中で、日本語教育の質の維持向上の仕組みに
関する有識者会議（2023）で示された実習生一人
あたりの教壇実習時間の確保についても情報を共
有するとともに、5.2節で述べたコロナ禍以前の海
外での日本語教育実習において課題となっていた
事柄（課題①：教壇実習クラスに関する情報収集、
課題②：教壇実習クラスの見学機会の確保、課題
③：授業準備（教案・教材作成等）の遅れ）が確
認され、その改善に向けた意見交換が行われた。
この過程で、筆者から遠隔授業見学の検討を現地
教員に依頼したところ、興味深いアイデアではあ
るが、パヤップ大学側の設備が十分ではないこと、
担当教員が遠隔授業見学を可能とする環境を教室
に作ることが難しいなどのことから、実施が難し
い旨の回答があった。しかし、6.1節から 6.2.3項
で述べたさまざまな試みとそこでの筆者の経験か
ら、PCやWebカメラなどの一般的な機器と既に
現地教員自身が使用している Zoomをうまく組み
合わせることで、対面で行われている授業が配信
できることを説明したところ、協力を了承する旨
の回答を得ることができ、海外との遠隔授業見学
の試みを実施する運びとなった。
海外との遠隔授業見学は 2023年 7月 25日日本
時間 13時（タイ時間 11時）から 1時間半のスケ
ジュールで 3年次生を対象とした「日本語 5」と
いう授業 19）で実施した。この授業は、実習生が渡
航後に教壇実習を行う授業である。パヤップ大学
側は、教室で対面での授業を実施するが、その際、
現地教員は、教室のスクリーンへの教材等の提示、
音声再生等に普段から用いている PC上で Zoom
にアクセスし、PCの画面、及び教員の顔と声を
PCのカメラとマイクで Zoom上に流した。更に、
教室に PCを教卓位置にもう一台設置、教室にい
る学習者全員の映像と声が PCのカメラとマイク
から入るようにし、それらを Zoom上に流した。
一方、実習生（及び授業担当教員（筆者））は、各
所から Zoomにアクセスし、教室全体の様子や現
地教員が教室のスクリーンに映し出すとともに
Zoom上に共有している教材等を視聴しながら、

図 3　  海外との遠隔交流 1の様子 2（左）と学生
作成動画（右）

図 4　遠隔教壇実習体験の様子
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自己紹介をする、双方のことについて質疑応答を
する、教室活動の一部に加わるなどの活動を行っ
た。図 5は授業担当教員（筆者）が PC上で視聴
していた画面、図 6は現地教員が Zoomで共有し
ている（教室のスクリーンに映し出している）教
材の映像（左）と、もう一台の PCが教室にいる
学習者全員を映し出している（教室全体の）映像
（右）である。

PCのマイクの指向性の問題から、音声が途切れ
ることがあり、設備・環境面での課題は残ったも
のの、全体としては有意義なものであった。表 1
は、海外との遠隔授業後に実習生が書いた自由記
述によるコメントである。

表1　海外との遠隔授業見学後の実習生のコメント

実
習
生
Ａ

タイの学生たちはN4ぐらいのレベルだと聞い
たのですが、全然自分が思ったより会話ができて
います。そして授業の雰囲気がとても良くて、み
んなが積極的に会話や文法の練習をしていまし
た。実習の時もたくさんの会話練習ができるよう
な雰囲気を作りたいと思います。

実
習
生
Ｂ

楽しかったです。クラスの雰囲気と授業の流れ
などの確認ができたのでよかったです。
わかったこと：
学習者のレベル、何に興味を持っているのか、

授業の雰囲気と行い方
実習で活かしたいこと：
文法の導入にペアワークやグループワークを

してみたい（質問を考えもらったり、聞いてみた
りするような活動）

実
習
生
Ｃ

ズームで質問をしたり答えたりしてとても楽
しかったです。
学習者のレベルに合わせた言葉をつかってい

たり、授業の進行速度はゆっくりだということが
わかりました。
ズームでオンラインとはいえ、質問をしたり答

えたりとても楽しかったです。今回見させて頂い
たのは前回の復習と「ーのはーです。」ですが積
極的に生徒を当てて答えてもらうこと、わからな
い単語は、説明するかまたは生徒を当てて言い換
えてもらうこと、グループまたはペアワークをし
て、グループからグループへ質問を考えてもらっ
たり答えてもらったりすることを取り入れたい
と思いました。

これらのコメントから、実習生が学習者の日本
語能力や興味・関心がどこにあるのか、また授業
全体の雰囲気や授業の進め方を観察しつつ、自身
の教壇実習をイメージし、どのような教室活動を
行うのかを考えていることが推測される。
6.2.4.2 海外との遠隔交流 2

6.2.4.1目で既に述べたパヤップ大学の教員と
の打ち合わせの中で、教壇実習以外のクラスでの
授業見学や会話パートナー等での参加の機会を
作ってほしい旨を筆者が申し出たところ、2年次
生を対象とした「会話 3」のクラス（滞在期間中
に 4回授業がある。）に実習生が教室活動として行
われる会話練習等のパートナーとして参加するこ
ととなった。そして、渡航前にこのクラスの学習
者と実習生が遠隔交流を行うことで、初回の授業
からスムーズに実習生が授業に参加することがで
きるのではないかとの提案が現地教員からあっ
た。これを受け、授業外の時間に Zoomを使った
遠隔交流を、2023年 8月 16日（水）日本時間 13
時（タイ時間 11時）から約 1時間のスケジュール
で実施した。実施方法は、実習生、日本語学習者
ともに授業時間外に各所から Zoomにアクセス
し、日本語学習者 3～ 4人で作られている 3つの
ブレイクアウトルームを実習生 3人が一人ずつ順
番に回り、それぞれのブレイクアウトルームで 10
～ 15分程度の自由会話を行うというものである。
そして、筆者と現地教員も各ブレイクアウトルー
ムを回り、実習生、日本語学習者の自由会話の様
子を観察したり、必要に応じてファシリテーター
の役割を担った。
自由会話の内容は、自己紹介、双方の大学に関
すること、好きな音楽やアニメについて、食べ物
の話など、多岐にわたるもので、はじめは緊張感
があったものの、次第に打ち解け、最後は冗談を
言い合うなど和やかな雰囲気であった。表 2は、
この海外との遠隔交流の後に実習生が書いた自由
記述によるコメントである。

表2　海外との遠隔交流2後の実習生のコメント

実
習
生
Ａ

今日はみんなと色々な話ができて、とても楽し
かったです。タイの学生のうちに遊びに日本に来
た人と留学にやってきたことのある人が多いの
で、みんなの日本語が上手で、日本についてもよ
く知っています。そのため、実習の際、皆さんが
興味を持つようなトピックについてもっと話し
合いたいと思っています。

実
習
生
Ｂ

タイ人学生とたくさん話すことができてとても
楽しかったです。たくさん話をしてくれて、流暢
に日本語を話す人が多い印象でした。とても話し
やすい方々だと感じました。会話の授業では授業
参加、パートナーとして参加するので、みなさん
と日本語でたくさん話したいと思いました。実習
では授業見学で参加したとき学んだ日本語を活
かして、学習者に伝わるような日本語を話すこと
を意識したいです。

図 5　海外との遠隔授業見学時の Zoom画面

図 6　  現地教員作成教材共有画面（左）と学習者
（教室全体）の映像（右）
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実
習
生
Ｃ

今日はタイの学生とお話ができて楽しかったで
す。また、学生のレベルも把握できてよかったで
す。今回の授業で同じクラスの中で日本語のレベ
ルに差があることに気付きました。実習の時は授
業活動のグループ分けも学習者のレベルに気を
付けながら行いたいと思います。

これらのコメントから、実習生が日本語学習者
の日本語能力の把握に努めるとともに、どのよう
な話題に興味を持つのかを考え、渡航後、自身が
クラスに参加した際に日本語学習者とどのように
かかわるのかをイメージしようとしていることが
窺える。
6.2.4.3 海外との遠隔授業見学・交流の効果
筆者は、パヤップ大学での日本語教育実習に引
率者として同行し、実習生が教壇実習を行った「日
本語 5」、及び会話パートナーとして授業に参加し
た「会話 3」のクラスで参与観察を行うとともに、
授業外での実習生と日本語学習者の様子も観察し
た。以下に述べることは、これらの観察に基づく、
筆者の主観的な判断（印象）である。
実習生と筆者が渡航直後に「日本語 5」「会話 3」

の授業に赴き、初めて対面で学習者と顔を合わせ
た際、実習生は緊張の面持ちであった。また、各
クラスの日本語学習者も、我々がどこから来た誰
なのかを同定できていないようであり、教室内に
は見知らぬ人がやってきたときの緊張感が漂って
いた。しかし、現地教員が我々のことをタイ語で
紹介し、「日本語 5」では約一か月前に、「会話 3」
では約一週間前に遠隔で会話を交わした人物であ
ることを説明すると、「あ～」という声とともに学
習者の表情が笑顔に変わり、また実習生も安堵の
表情を浮かべたように感じられた。そして、その
後の授業中の両者の会話や協働も、初めて対面で
出会った間柄であることを感じさせないスムーズ
さがあったように感じられた。さらに、両クラス
とも授業終了後の昼休みに日本語学習者が実習生
を学内のフードコート（食堂）に案内し、そこに
ある食べ物（タイ料理）の説明を日本語で行うと
ともに、実習生に代わって食べ物を注文する様子
が見られたが、この時も、両者の雰囲気は非常に
自然であり、緊張感を感じさせないものであった。
（加えて、現地教員と実習生のコミュニケーション
も、円滑な印象があった。）
筆者は、これまで 2回海外での日本語教育実習
の引率で実習生とともにパヤップ大学に赴き、同
様の場面を観察しているが、その際は、最初は互
いが相手の様子を窺い、徐々に距離をつめていき、
良好な関係性を築いていくという印象であり、渡
航直後からこれほど緊張感を感じさせず自然に両
者が会話を交わし行動を共にする様子を観察した
ことがない。このような関係性を渡航直後から両
者が築けていたのは、もちろん両者のパーソナリ
ティーによるところもあるだろうし、妥当性を証
明する客観的なデータもあるわけではないが、や

はり、渡航前に実施した遠隔授業見学や遠隔交流
の効果ではないかと考えられる。デジタルネイ
ティブ世代で、SNS上で出会い、さまざまな情報
交換がオンライン上で行われる中で関係が構築さ
れていき、初めて対面で出会った直後から緊張感
を感じさせず、自然に会話を交わし協働すること
が当たり前になっているであろう実習生、日本語
学習者の双方にとって、筆者のこのような印象は
驚きに値しないのかもしれない。
教壇実習に向けた授業準備（教案・教材作成等）
も、渡航前、渡航後ともにスムーズであり、現地
でも余裕をもった対応ができた。例年は、現地の
日本語学習者の日本語能力や興味・関心、また、
現地教員の授業の進め方の把握がメールによって
得られる文字情報と担当教員の過去の経験による
ものに限られており、渡航前の事前授業で準備し
た教案を現地での授業見学の後に大幅に修正しな
ければならないことも多く、その作業が教壇実習
前日の深夜に及ぶことも珍しくなかったが、今回
は（少なくとも筆者が把握している限りにおいて
は）そのようなことはなかった。これも、渡航前
の遠隔授業見学や遠隔交流により、実習生、そし
て担当教員が、現地の日本語学習者、クラス等の
状況を感じることができていたからではないかと
考えられる。

7. まとめ

以上、コロナ禍での遠隔教育の経験をふまえつ
つこれまでに実践してきた本学の日本語教育実習
における遠隔授業見学・教壇実習・交流の試みを
報告した。以下、本稿のまとめにかえて、本実践
での経験に基づく遠隔教育の類型についての私見
を述べる。
本稿で報告した遠隔授業見学・教壇実習・交流
から、遠隔教育には、少なくとも以下の四つの類
型があるのではないかと考えられる。
類型①は、「個人と個人を結ぶ /小グループを作
る」タイプで、6.2.4.2目で報告した「海外との遠
隔交流 2」のやり方である。これは、Zoom、MS 
Teams等を用いる、小グループを作る場合はブレ
イクアウトルーム機能を用いることで、比較的容
易に行うことができるものであり、一対一の活動、
グループワーク等を通じたコミュニケーション重
視の活動に適した形態であると考えられる。コロ
ナ禍においても、少人数クラスで行われていたと
考えられる。
類型②は、「個人（教師）と多数の人を結ぶ」タ
イプである。個人（教師）が机上の PCから映像
や声等を、また、教室の教壇付近にいる個人（教
師）の映像と声を Zoom、MS Teams等にアクセ
スしている多数に対して配信するタイプのもの
で、コロナ禍で広く行われていた形態である。後
者には、さらに、教室では対面形式の授業が行わ
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れている場合（いわゆるハイブリッド形式）も含
まれる。6.2.2項の「国内遠隔教壇実習」、6.2.3.1
目の「海外との遠隔交流 1」、6.2.3.2目の「海外と
の遠隔教壇実習体験」がこれにあたる。いわゆる
講義形式の授業には比較的馴染みやすい形態であ
るが、双方向性の確保が難しく、特にハイブリッ
ド形式の場合、個人（教師）の映像と声等はオン
ライン上の多数に届けることを最優先した設備と
なることが多いため、教室内にいる他の多数の人
の映像と声等をオンライン上に届けることが難し
いと考えられる。
類型③は、「教室にいる多数の人と個人を結ぶ」
タイプである 6.2.1項の「遠隔授業見学」や 6.2.4.1
目の「海外との遠隔授業見学」がこれにあたる。
類型②とは異なり、教室にいる多数の人の映像や
声等をオンライン上の個人に届けるタイプであ
る。授業見学の場合、見学者は授業の構成、教師
の言動に加えて、学習者の様子や教室全体の雰囲
気を感じ取ることが必要である。また、特に日本
語教育では、教師は、机間巡視はもちろんのこと、
教壇から離れ、学習者のそばでコミュニケーショ
ンをとることが頻繁にある。さらに、教室活動と
してグループワークが多用されることも近年の傾
向である。これらを対面の授業見学では見学者が
逐一観察することが可能であるが、遠隔授業見学
でも、同様の環境に近づけること、即ち、映像は、
教師の動きや学習者の様子が映っていること、声
も教師、学習者の両方が聞こえることが求められ
る。なお、対面の授業見学では、見学者は教室の
後方に座ることが多く、学習者の表情や細かな反
応を逐一観察することはできないが、遠隔授業見
学では、カメラの設置の仕方によってはこれが可
能となる。この点は、遠隔授業見学の大きなメリッ
トであろう。
類型④は、「教室にいる多数の人と教室にいる多
数の人を結ぶ」タイプである。類型③の環境を複
数の教室で確保することで実現できると思われ、
6.1節で述べた「大学間連携による Skypeを用い
た日本文化遠隔講義の試み」のような形態である。
コロナ禍を経て、現在では広く認識、利活用さ
れるようになっている遠隔教育ではあるが、その
多くが類型①と類型②で、教室環境の整備もこれ
らが念頭にあるものが多いように思われる。一方
で、本稿で報告したように一般的な機器類を工夫
して組み合わせることにより実現可能ではあるも
のの、類型③、そして類型④、つまり、教室全体
で起こっていることを遠隔で配信し、見学のみな
らず、教室と教室との間で双方向性のある共創的
な活動ができるような教室環境の構築も必要なの
ではないだろうか。

注
１）e-GOV　法令検索　https://elaws.e-gov.go.jp/
document?lawid=505AC0000000041_20240401

_000000000000000　（参照 2023.10.28）を参照
のこと。
２）文部科学大臣の認定を受けた日本語教育機関
で、教員及び職員の体制、施設及び設備、日本語
教育課程、学習上及び生活上の支援体制などで一
定の基準を満たすことが求められる。また、認定
を受けることにより、在留資格「留学」による学
生の受入れが可能となる。
３）従来の日本語教育実習に相当する研修である。
４）文化審議会国語分科会日本語教育小委員会文
化審議会国語分科会日本語教育小委員会（第 120
回）（令和 5年 7月 25日）　資料 4 https://www.
bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kokugo/
nihongo/nihongo_120/pdf/93919401_03.pdf　
（参照 2023.10.28）を参照のこと。
５）以前は全学の学生を対象とした、「大学の学部
日本語教育副専攻」に相当する「日本語教員養成
コース」も設置されていたが、現在は設置されて
いない。
６）文化審議会国語分科会日本語教育小委員会文
化審議会国語分科会日本語教育小委員会（第 121
回）（令和 5年 9月 25日）　資料 8 https://www.
bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kokugo/
nihongo/nihongo_121/pdf/93944701_08.pdf　
（参照 2023.10.28）を参照のこと。
７）文化審議会国語分科会（2018）P38～ 39を
参照のこと。
８）日本語教育の質の維持向上の仕組みに関する
有識者会議（2023）P24を参照のこと。
９）渡辺史央，今西利之（2019）も参照のこと。
10）詳細は、https://www.juec.cjlc.osaka-u.ac.jp/
を参照のこと。
11）パヤップ大学での実習には、先方からの要望
に基づき、本学の授業担当者が引率者として同行
しており、現地でも引き続き対面での指導を行っ
ている。
12）詳細は、宮谷敦美，今西利之，松岡里奈（2021）
を参照のこと。
13）詳細は、小森万里 , 岩井茂樹 , 三井久美子 , 今
西利之 , 渡辺史央 , 竹中智美 , 中山亜紀子 , 布尾勝
一郎（2017）を参照のこと。
14）これ以降、日本語・日本文化教育研修共同利
用拠点事業教育実習指導事業（大阪大学日本語日
本文化教育センター）による授業見学は遠隔授業
配信で行われている。
15）HDMI to USBビデオキャプチャーと USB
ケーブルを使って市販の家庭用ビデオカメラと
PCを接続する。これは、6.1節で報告した取り組
みで、配信側が用いていた手法を援用したもので
ある。
16）日本語教育実習での海外渡航の再開は、2022
年秋学期（2023年 2月下旬～ 3月上旬）であっ
た。
17）時間の関係もあり、ブレイクアウトルームを
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用いた小グループでの活動は行うことができな
かった。なお、2022年度春学期にも同様の遠隔交
流が行われた。この際は、発話機会、及び更なる
双方向性確保の観点から、ブレイクアウトルーム
を用いてメンバーが入れ替わりながら複数回の各
紹介と質疑応答を行う形式で行われた。
18）この授業の教科書は宮崎道子、郷司幸子
（2009）『にほんごで働く！　ビジネス日本語 30
時間』（スリーエーネットワーク）であった。
19）この授業の教科書は平井悦子、三輪さち子
（2016）『中級へ行こう　日本語の文型と表現 55　
第 2版』で、遠隔授業見学では第 2課が扱われて
いた。なお、教壇実習ではこの教科書の第 4課を
扱う予定であった。
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An Attempt at Online Class 
Observation, Teaching Practice and 
Exchange Activities for Japanese 

Language Teacher Training: 
Based on Experiences with Remote 

Education during the Covid-19 
Pandemic

Toshiyuki IMANISHI1

Given the upcoming national qualification for 
Japanese language teachers in 2024, there is a 
need to review and enhance Japanese language 
teacher  t ra in ing  programs  at  var ious 
universities. Furthermore, the rise of remote 
education and online exchange activities, driven 
by the COVID-19 pandemic response, has 
become increasingly common. 

In the overseas Japanese language teacher 
training program at KSU, challenges emerged in 
obtaining detailed information about Japanese 
language learners and educational content. 
Securing opportunities to observe Japanese 
language classes was also problematic, leading to 
delays in preparing for teaching practices like 
lesson planning and creating teaching materials. 

This paper reports on the efforts made in the 
Japanese language teacher training program, 
particularly in 2023, building upon the 
experience gained from remote education 
during the COVID-19 pandemic. It outlines 
attempts at online class observations, teaching 
practices, and exchange activities.

KEYWORDS: Japanese Language Teacher 
Training, Japanese Language Teacher Training 
Program, Online Class Observation, Teaching 
Practice, and Exchange

2023年 12月 5日受理
1 Faculty of Foreign Studies, Kyoto Sangyo University


